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               G20 財務相･中央銀行総裁会議でも注目された                       
                  国際金融取引税（所謂トービン税）の議論                                          

                                               

                                       経済調査部 上席研究員  山口 綾子  
 
11 月 6-7 日に英国セントアンドリュースで行われた G20 財務相・中央銀行総裁会議

では、9 月の G20 首脳会議の合意を受けた「世界経済の不均衡是正にむけた枠組みの具

体化」が焦点とされ、声明文では G20 が今後の工程表に同意したことが示された。 
今回の会議ではホスト国である英国のブラウン首相が、国際金融システムの安定化・

危機防止にむけて、金融監督や資本規制の強化だけでは十分でないとして、金融システ

ムリスクを反映した保険制度、整理基金、予防的な資本準備、国際金融取引税（所謂ト

ービン税）などの検討をよびかけたことが注目された。 
 
トービン税とは 

このうち国際金融取引税、所謂トービン税とは、1970 年代に米国の経済学者ジェー

ムズ･トービンが提唱したもので、国際金融取引に対し低率の課税を行うことで、動き

の速い投機取引の抑制をめざしている。今年 10 月にブラジルが過剰な短期資金の流入

抑制のために引き上げた金融取引税もこの一種といえる。トービン税については、実務

上のさまざまな問題や、局地的な導入は資本の流れに歪みをもたらす危険があるなどの

批判から、国際的にはあまり取り上げられてこなかった。 
しかし、数々の国際金融危機を経て、特に 1990 年代以降には投機的な金融取引拡大

の弊害が問題視されるようになったことを背景に、反グローバリゼーションの運動とも

つながり、国際的にトービン税を課して、得られた税収を途上国の開発支援や金融危機

救済にむけるべきとの議論がなされるようになった。 
 

なぜ今トービン税なのか 
また、ここへきて急速にトービン税の議論が高まっているのは、サブプライム金融危

機を受けて、各国とも金融機関救済に多額の公的負担を強いられており、金融危機対応

およびその予防のコストを、納税者と金融市場参加者との間でどのように公平に負担す

るかという議論の一環としてである。国際金融取引に対して広く浅く課税をすることで、

過度の投機取引を抑制するとともに、得られた税収を金融危機対策および予防策に使用

することを通じて、金融市場参加者にもコストを負担させたいという声を反映したもの

である。9 月のピッツバーグでの G20 首脳会議に際しても、英独仏の首脳が国際金融取

引税について前向きの姿勢を示し話題となった。また、ドイツのシュタインブルック蔵

相は 9 月に FT 紙への寄稿でグローバルな金融取引税の導入を提唱し、G20 での議論を

呼びかけた。 
 

比較的前向きな欧州主要国 VS 米国は反対 
このように欧州主要国政府サイドが、程度の差はあれ、国際金融取引税に前向きの姿

勢を示しているのに対し、G20 蔵相･中銀総裁会議では、米国、カナダ、ロシアは批判

的な姿勢を示したようだ。ECB のトリシェ総裁は「納得していない」とコメントし、IMF
のストラスカーン専務理事も、技術的に無理があるとして否定的コメントをしている。

ただし IMF は金融安定化にむけたコスト負担のあり方の見直しについては別途検討中
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とのことである。また EU では蔵相会議で国際金融取引税について今後検討･協議に入

ることが合意された模様である。 
欧州域内だけでも先行すべきという議論と、国際的に広く導入するのでなければ、意

味がないどころか、むしろ資金の流れを歪めるとの批判も強い。英ブラウン首相のスピ

ーチでも、グローバルに導入し金融取引に歪みをもたらさないことが前提とされている

が、国際的合意にはほど遠い。 
金融市場の安定／危機防止策は各国共通の課題であり、政策協調が必要な分野の一つ

であろう。十分な議論をつくすことが望まれる。 
 

以上 
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